
資料１

生産空間を支える物流インフラ維持に
向けた公的施設の利用可能性検討調査

～中間報告～

国土交通省 北海道開発局
開発監理部開発調査課

令和元年11月28日

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism



調査の概要

件 名：生産空間を支える物流インフラ維持に向けた公的施設の利用可能性検討調査
履行期間：平成31年4月5日～令和2年3月19日
受 注 者 ：(株)ドーコン

【調査の内容】
１．地方部における物流実態等の調査
(1) 調査対象地域の選定
(2) 対象地域における事業者等の把握（既存資料）
(3) 対象地域における物流実態の把握
（既存資料、アンケート調査、ヒアリング調査）

２．公的機関の土地・施設の利用可能性に関する調査・検討
地域における公的施設の把握等
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１ 地方部における物流実態等の調査

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism



(1)調査対象地域の選定

産品、地理的特性、地域のまとまり、調査手法等を総合的に勘案し、調査対象地域として3
地域を選定した。

名寄地域（名寄市、士別市、剣淵町）

商工会議所を中心に物流検討協議会が発
足している。畑作、稲作、林業、畜産など多
様な産業が展開し、中心の名寄には物流拠 遠軽地域
点としての期待が寄せられている。 名寄地域

湧別町
遠軽町名寄市 佐呂間町

遠軽地域（遠軽町、湧別町、佐呂間町）

剣淵町遠軽地域として経済的結びつきが強い。オ 士別市岩宇地域ホーツク海側からの水産加工品の出荷が多
く、自専道に接続する遠軽を中心に物流効 神恵内村
率化の取組の展開が期待できる。 泊村

岩内町 共和町

岩宇地域
（岩内町、共和町、泊村、神恵内村）

札幌圏への単発の、多品種少量の出荷が
多いなど、物流が非効率になっていると推測
され、物流効率化の取組への期待が大きい
と推測される。
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(2)地域における事業者等の把握（名寄地域）

1. 人口の推移
●名寄地域

・名寄地域の総人口は52,190人、30年前の1985年より31.9％の減少となって
いる。

・生産年齢人口（15～64歳）は、28,872人で、30年前の1985年より44.2％の減
少となっている。

・老年人口（65歳以上）は、17,433人で、30年前の1985年より93.9％の増加と
なっている。

・以上のような、総人口の減少、生産年齢人口の著しい減少、老年人口の増
加は、名寄地域を構成する各市町においても、同様の傾向となっている。

●名寄市 ●士別市 ●剣淵町

※総人口は年齢不詳分を含むため、３区分別人口の計と合致しない 出典：総務省統計局「国勢調査（S60～H27）」
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●名寄地域

●名寄市 ●士別市 ●剣淵町

(2)地域における事業者等の把握（名寄地域）

2. 15歳以上就業者数の業種別内訳

・名寄地域の15歳以上の就業者数は、農業・林業が16.1％、製造業が5.5
％、運輸業・郵便業が4.0％、卸売業・小売業が13.4％となっている。そ
の他の業種は61.0％となっている。

・市町別にみると、剣淵町は農業・林業が41.5％と第一次産業の割合が
突出して高くなっている。

単位：（人）

単位：（人） 単位：（人） 単位：（人）

出典：総務省統計局「国勢調査（H27）」



(2)地域における事業者等の把握（名寄地域）

3. 農業産出額

●名寄地域

・名寄地域の農業産出額は275.3億円となっている。5.8, 2.2%

・その構成をみると、米が31.8％、野菜が23.1％、乳用牛が21.3％と大きなシェ56.0, 
83.7, 21.3% アを占めている。31.8%

名寄地域

農業産出額13.7, 5.2% ・市町別にみると、名寄市は米、野菜、乳用牛が基幹部門であり、士別市は、275.3億円

8.5, 3.2% 米、野菜、乳用牛の3部門が基幹となっているが、肉用牛と豆類も見逃せな
19.3, 7.3%7.7, 2.9% い。剣淵町は米、野菜、乳用牛の他に豆類といも類の生産も多い。60.8, 

23.1% 8.0, 3.0%

単位：（億円）

米 豆 類 いも類

野 菜 工芸農作物 その他作物

肉用牛 乳用牛 その他畜産

●名寄市 ●士別市 ●剣淵町
5.8, 5.1%

0.1, 0.3%
3.8, 11.3%

29.3, 30.7, 22.9, 9.6, 28.6%25.0% 2.5, 7.4%26.2%43.4, 20.3%
38.5% 士別市 1.4, 4.2%名寄市 剣淵町

1.1, 1.0% 農業産出額農業産出額 農業産出額
128.6億円112.6億円 34.1億円12.5, 3.5, 3.1% 9.1, 7.8% 5.7, 17.0%10.7%1.0, 0.9%

7.5, 22.3%29.7, 25.4, 2.4, 2.0% 3.0, 8.9%26.4% 2.5, 2.1% 21.7%2.7, 2.4%
5.3, 4.5%2.6, 2.3%

単位：（億円） 単位：（億円） 単位：（億円）

米 豆 類 いも類 米 豆 類 いも類 米 豆 類 いも類

野 菜 工芸農作物 その他作物 野 菜 工芸農作物 その他作物 野 菜 工芸農作物 その他作物 6
肉用牛 乳用牛 その他畜産 肉用牛 乳用牛 その他畜産 肉用牛 乳用牛 その他畜産

出典：農林水産省「生産農業所得統計 市町村別農業産出額（推計）（H29）」※農業産出額の計はラウンドの関係により内訳の計と合致しない



(2)地域における事業者等の把握（名寄地域）

4. 製造業の事業所数と製造品出荷額の推移

・2016年における名寄地域の製造業は62事業所で、2012年よりも8事業所（11.4％）が減少している。

・2016年における名寄地域の製造品出荷額は301.0億円で、2012年よりも42.6億円の増加（16.5％）となっている。

・市町別にみると、名寄市及び士別市は事業所数が減少しているものの製造品出荷額は増加している。剣淵町
は事業所数に変化はないが製造品出荷額は2012年と比較して36.4％減少している。

●製造業の事業所数の推移（従業者4人以上の事業所） ●製造品出荷額の推移（従業者4人以上の事業所）
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出典：経済産業省「工業統計（H24～H28）」



42, 3.9% 52, 4.9%

(2)地域における事業者等の把握（名寄地域）

5. 産業別事業所数

●名寄地域
・名寄地域の産業別事業所数の構成をみると、物流との関連が強いと思われる産業
としては、農林漁業が2.6％、製造業が4.4％、運輸業・郵便業が2.4％、卸売業・小
売業が25.4％、これら総体で34.8％となっている。

・市町別にみると、名寄市及び士別市は上記の特徴と同様で、物流との関連が強い
と思われる農林漁業、製造業、運輸業・郵便業、卸売業・小売業の合計は名寄市が
33.8％、士別市が34.4％となっている。

・剣淵町は物流との関連が強いと思われる農林漁業、製造業、運輸業・郵便業、卸
売業・小売業の合計が47.3％と、名寄市及び士別市よりも1割程度大きくなっている

単位：（事業所） 。
注：その他として整理した産業は、鉱業・採石業・砂利採取業、建設業、 電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、 金融業・保険業
、 不動産業・物品賃貸業、学術研究，専門・技術サービス業、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業・娯楽業、 教育・学習
支援業、 医療・福祉、 複合サービス事業、サービス業（他に分類されないもの）

●名寄市 ●士別市 ●剣淵町
5, 3.4% 

10, 6.8%
18, 1.7%

5, 3.4%

77, 52.7%256, 23.9%
701, 65.6% 49, 33.6%

単位：（事業所） 単位：（事業所） 単位：（事業所）

農林漁業 製造業農林漁業 製造業
運輸業，郵便業 卸売業，小売業運輸業，郵便業 卸売業，小売業 8
その他その他

出典：経済産業省 経済センサス「産業横断的集計」（H28）



単位単位：（

(2)地域における事業者等の把握（名寄地域）

6. 運輸業・郵便業の事業所数
3, 4.8%●名寄地域

・名寄地域の運輸業・郵便業の事業所数の構成をみると、鉄道業が4.8％
10, 15.9% 、道路旅客運送業が12.7％、道路貨物運送業が66.7％、運輸に附帯す

8, 12.7%
るサービス業※が15.9％となっており、倉庫業と郵便業は立地していない
。

・市町別にみると、名寄市及び士別市は上記の特徴と同様であるが、剣
42, 66.7% 淵町は道路貨物運送業と運輸に附帯するサービス業※のみの立地とな

っている。
単位：（事業所）

※「運輸に付帯するサービス業」： 港湾運送業、貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く）、運送代理店、こん包業、運輸施設提
鉄道業 道路旅客運送業 供業、その他の運輸に附帯するサービス業
道路貨物運送業 倉庫業

運輸に附帯するサービス業 郵便業（信書便事業を含む）

●名寄市 ●士別市 ●剣淵町

2, 5.0% 1, 5.6%
4, 10.0%

3, 16.7%
2, 11.1%6, 15.0%

2, 40.0%

3, 60.0%

28, 70.0% 12, 66.7%

事業所） ：（事業所） 単位：（事業所）

鉄道業 道路旅客運送業 鉄道業 道路旅客運送業 鉄道業 道路旅客運送業

道路貨物運送業 倉庫業 道路貨物運送業 倉庫業 道路貨物運送業 倉庫業

運輸に附帯するサービス業 郵便業（信書便事業を含む） 運輸に附帯するサービス業 郵便業（信書便事業を含む） 運輸に附帯するサービス業 郵便業（信書便事業を含む）
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出典：経済産業省 経済センサス「産業横断的集計」（H28）



(2)地域における事業者等の把握（名寄地域）

7. 卸売業・小売業の事業所数の推移

●名寄地域
・2016年における名寄地域の卸売業・小売業の事業所数は588、2012

（事業所）

700 年よりも8事業所の増加となっている。
588580

549600

・卸売業・小売業別にみると、卸売業は9事業所の増加、小売業は1事500

492 491 業所の減少となっている。400 455

300

・市町別にみると、名寄市において卸売業が11事業所も増加している200
9788 94 ことが大きな動向としてうかがわれる。その他は比較的横ばいに近

100
い傾向となっている。

0
2012 2014 2016

合計 卸売業 小売業

●名寄市 ●士別市 ●剣淵町

（事業所） （事業所） （事業所）

60300400

318350 46230 229304 226 50250 44 44
276300

40200
250 42

39 39261258 192 190 191 30150200 226
150 100 20
100 57 38 39 3546 50 5 550 10 450

0 0 0
2012 2014 2016 2012 2014 2016 2012 2014 2016

10合計 卸売業 小売業 合計 卸売業 小売業 合計 卸売業 小売業

出典：経済産業省「商業統計（H24～H28）」



(2)地域における事業者等の把握（名寄地域）

8. 卸売業・小売業の年間商品販売額の推移

●名寄地域
・2016年における名寄地域の卸売業・小売業の年間商品販売額は

(億円)
1,015億円、2012年よりも265億円（35.3％）の増加となっている。1,200

1,015 
939 

1,000
・卸売業・小売業別にみると、卸売業が26.7％の増加、小売業が39.2％750 721 800 681 
の増加となっている。

518 600

294 400 ・市町別にみると、士別市の卸売業のみが減少傾向となっているが。そ
232 258 

の他は各市町の卸売業、小売業ともに増加傾向で推移している。200

0
2012 2014 2016

合計 卸売業 小売業

●名寄市 ●士別市 ●剣淵町

(億円) (億円) (億円) 47 700 623 450 50603 
45400600 345 
40477 311 350446 500 421 271 35 29 300 249 
30 25 25 218 400 328 250
25173 18 200300 16 20202 17 

150148 156 92 15200 9 76 74 8 100 10
100 50 5

0 0 0
2012 2014 2016 2012 2014 2016 2012 2014 2016

11合計 卸売業 小売業 合計 卸売業 小売業 合計 卸売業 小売業

出典：経済産業省「商業統計（H24～H28）」



(3)地域における物流実態の把握

【名寄地域における農産品の物流実態】

• 名寄地域の主要農産品であるかぼちゃ、アスパラガス、スイートコーン、生乳、生体牛の出荷状況について、既存調査による整理を
行った。

• JA道北なよろのかぼちゃ出荷量は約4.8千t (H29実績)、アスパラガス出荷量は約0.3千ｔ（同）、スイートコーン出荷量は約3.3千t（同）で
、旭川市、札幌市のほか過半が道外市場へ出荷されている。

• 生乳生産量は約13千t(同)で、旭川市に立地する乳業工場に出荷。生体牛は旭川市の家畜市場へ年間1千頭程度出荷されている。

■JA道北なよろの農産物、生乳、生体牛の出荷状況 【JA道北なよろの主要農産物出荷先別割合（H29）】

（かぼちゃ出荷先別割合（H29）） （スイートコーン出荷先別割合（H29））

札幌市

2% 旭川市

4%

旭川市 関東
かぼちゃ45% スィートコーン36%
出荷量 関西 出荷量

関東4,803t 34% 3,278t
50%

東海
東海関西 8%

（農産物） 10%11%
・旭川市・札幌市へ

・苫小牧港から道外へ

（アスパラガス出荷先別割合（H29））
（生乳）
・明治乳業 旭川工場へ

（生体牛）
名寄市の農産品収穫量（H29）旭川市・ホクレン中央

25%家畜市場(旭川市)へ かぼちゃ収穫量：全道３位
約６割を道外に出荷

アスパラガス
アスパラガス収穫量：全道１位

出荷量 約６割を道外に出荷
関東札幌市 337t スイートコーン収穫量：全道４位
53%15% 約９割を道外に出荷

出典:北海道野菜地図（その42）

関西 12東海出典：旭川開発建設部調べ
3%

4%
出典：旭川開発建設部調べ



(3)地域における物流実態の把握（アンケート調査）

【荷主を対象としたアンケート調査の実施】

• 調査対象地域（名寄、遠軽、岩宇）において、荷主となり得る主な事業者に対し、物流実態や物流課
題、物流効率化の取組意向についてアンケート調査を実施した。

• 調査対象は、食料品製造業者・卸売業者を中心として、各地域の商工会議所・商工会から提供を受
けた加盟企業名簿、タウンページのデータベース等から抽出した約300企業とした。
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(3)地域における物流実態の把握（アンケート調査）

【荷主を対象としたアンケート調査の結果】
＜回答者数＞
配布296、回答51、回答率17.2％となった。

配布内訳 回答内訳

296

14

名寄地域 名寄市
士別市
剣淵町

53
50
14

遠軽地域 遠軽町
湧別町
佐呂間町

52
46
39

岩宇地域 岩内町
泊村
神恵内村
共和町

30
3
3
6

配布数 回答数 回答率
名寄地域 117 19 16.2%
遠軽地域 137 28 20.4%
岩宇地域 42 4 9.5%
計 296 51 17.2%



(3)地域における物流実態の把握（アンケート調査）

名寄地域におけるアンケート結果（概要）

１．回答者の属性

・回答者は、生鮮野菜、澱粉、米、小麦粉、菓子類など多様である。

２．出荷の特徴について

・食品工業品は通年の出荷であるが、野菜類は６月～１０月頃に集中している。
・これらの出荷先は道外が主体となっている。

３．輸送手段について

・輸送手段は宅配便、委託（トラック）、委託（ＪＲ貨物）と多様であるが、小規模事業者の小口輸送は宅配便を利用
する傾向となっている。

・様々な頻度で発送されており、組み合わせ可能な輸送を構築するためには、情報の共有化が必要と考えられる。

４．回答者からの意見

・北海道は物流コストが高い為、今後、食料生産地として考えて地域の連携が必要（野菜出荷業者）
・まとめて発注できるよう頻度の見直しをしたが、輸送業者の荷積み、荷降ろしの体制が整わずこれ以上の集約が
難しい。（燃料関連）
・様々な輸送業者が、ほぼ1対1の（荷主との）対応になっている。トラック便を体系化して必要な時に必要な輸送が
できる様なシステムがあればと思う。（燃料関連）

15



(3)地域における物流実態の把握（アンケート調査）

５．出荷の頻度

・様々な頻度で発送されており、組み合わせ可能な輸送を構築するためには、情報の共有化が必要と考えられる。

６．「自社トラック以外での輸送」を選択された方の課題

・高い輸送頻度（多頻度、
少量取引）による輸送コス
ト増が課題であるという回
答が多い。
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(3)地域における物流実態の把握（ヒアリング調査）

○地域の全体的な物流実態や物流における課題について
【名寄地域】
• 大手スーパーやＪＡ等の生産団体は独自の物流システムを有しており、中小の荷主よりも物流効率化に取り組みや
すい条件にあるが、中小の事業者は物流の確保が出来ないことが原因となり廃業を余儀なくされる懸念が高まって
いる。地方部の荷主は商品の調達や出荷において運送会社と連携して新たな取組によりコスト低減を図る必要があ
る。（名寄商工会議所）

• どの事業者も運送スケジュールを最も気にしている。集荷先に着いても荷物がまとまっておらず、1～2時間待たされ
ることもあるようで、余裕を持ったスケジュールを組んでいる。しかし、荷物がある程度まとまった大きな単位になれ
ば運ぶインセンティヴは生まれると思うが、荷物の量が少ないのでそこまでして運ばないのが現状。（物流事業者）

• 主要取引先が在庫を持たない主義のため、頻度が多く一度のオーダー量が少ない。（食品加工業）

○地域における物流効率化の取組について
【名寄地域】
• 名寄市だけでは発荷が少ないと思われる事や、宗谷を含む物流拠点（ハブ）としての地理的条件の優位性、地域産
業の維持・振興という観点から、名寄市に一旦荷物が集まり、効率的な輸送が可能とならないかと考えている。（名
寄商工会議所）

• 次年度以降、コールドロールボックス（CRB）を活用した実証実験をしたいと考えている。しかし、予算面、公的施設
の活用、ＰＲによる参加者の拡充等の面で民間の力のみでは難しい。公的機関の支援を是非ともお願いしたい。（名
寄商工会議所）

• 混載・共同運送は、他の積み荷との相性を考える必要がある。冷凍車は匂い移りが考えられることから、前日に何を
積んでいたかについても重要。（食品加工業）

• 混載・共同輸送をした時にタイムスケジュール的に無理が利くかどうか。今は製造が遅れても運送業者が対応してく
れている。割れ物を扱っているので、他の荷物との混載で商品が割れる危険性がある。（菓子製造販売業）
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(3)地域における物流実態の把握（ヒアリング調査）

○公的施設の利用可能性について
【名寄地域】
• 公的施設で現在使っていない施設は、建物にしても駐車場にしても本当に使えるのか、という問題は出るのではな
いか。（物流事業者）

• 荷主や運送事業者は道の駅を物流中継拠点として使うといった発想がない。荷主にとっては道の駅は販売場所で
あり、物流事業者にとってはドライバーの休憩場所というイメージ。主要幹線上に位置する道の駅であれば、ドライバ
ーがトイレなどで立ち寄ったついでに荷物をピックアップする感覚で、時間のロスが少なく抵抗感は少ないのではな
いか。（物流事業者）

• 冷凍品はデリケートな貨物であるため、共同輸送にはそぐわない。そのため、公共施設の活用の観点でいえば、冷
凍品は外して考えるべき。公的施設を利用した物流効率化を図るというストーリーは良いと思う。しかし、荷物の種類
や量によって効率化できるものは限定されるので、細かく条件を絞りピンポイントで試してみるのが良いのではない
か。（食品加工業）

• 商品のケアを店から着地まで一貫して行ってほしいという考えから、商品を道の駅に置き、誰がどうやって商品を扱
うか分からないというのは困る。自分の荷物がどう扱われるかが一番重要。（菓子製造販売業）

• 公的施設の利用可能性については、除雪、雨等を避ける場所の確保、電源確保、防犯の観点から、CRBを道の駅
に設置させていただくことが理想と考えている。（名寄商工会議所）

・道の駅におけるCRBの設置や、トラックドライバーの休憩場所としての活用の意見があった。
・共同輸送に関しては、商品の保全・温度管理の面でデメリットを感じる意見があった。

今後、調査結果を踏まえて、物流効率化の取組について検討することとし
ている。
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2 公的機関の土地・施設の利用可能性に
関する調査・検討

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism



地域における公的施設の把握等

【公的施設の把握方法について】
(1)施設抽出の考え方
• 物流効率化に寄与する可能性を有する公的施設をリストアップし、名称･所在地を整理するとともにGISを活用し
てマップ化する。

• 施設は、①中継輸送・共同輸送、②宅配ボックス配置への活用を考慮して選定する。
①中継輸送・共同輸送：荷物の積替が可能な用地を有すると想定される施設
②宅配ボックス ：不特定多数の住民が日常的に集まりやすい施設

• なお、物流車両の出入りや不特定多数利用が安全・安心などの観点から望ましくない医療・福祉施設、教育施設
（幼稚園、保育園、学校）は除外している。

(2)施設詳細情報の把握
• （１）の施設について、交通利便性の観点等から、活用可能性が高いと思われるものについて、自治体からの情
報提供により、施設情報の収集整理を行う。
⇒現段階では、①高規格幹線道路IC半径2ｋｍ立地施設数、②国道・道道沿線（100m以内）施設数、の2区分に
おいて参考として施設数をカウント

表 調査対象施設
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中継輸送･
共同輸送

交通施設 JR駅、バスターミナル、道の駅、港湾

未利用の廃校 小学校、中学校、高校等の廃校

未利用地
学校関連用地（実習地、公宅他）、
自治体未利用地

公園 都市計画公園、都市計画公園以外の公園

宅配BOX
行政機関庁舎 市役所･町村役場本所、支所

集会施設
市町村会館、文化ホール、公民館、コミュニ
ティセンター
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地域における公的施設の把握等

【名寄地域の公的施設の分布状況】
• 名寄地域の公的施設は、合計210施設であり、集会施設が80施設、公園が77施設、未利用の廃校も22施設ある。
• 最寄りの高規格幹線道路ICへの距離が2km以内の施設はこのうち28施設となった。
• また、国道・道道沿線（100m以内）の施設は34施設となり、集会施設が沿線に多く立地している。

!( !( !( 交通施設
!(表 公的施設数 !(!( !( 公園

!( 未利用の廃校
未利用の

自治体 交通施設 未利用地 公園 行政機関 集会施設 計 !( 行政機関廃校 名寄市!( !( !( !( !( 未利用地名寄市 10 6 2 37 3 24 82 !( !(!((
!(
(
!(!(

!!!(!!(!(!! !((!( !( !(士別市 4 13 1 36 5 43 102 集会施設!(
!(!( ! !( !(!(剣淵町 4 3 0 4 2 13 26 ＩＣ

!(
計 18 22 3 77 10 80 210 高規格道路!(!(

!(!(!( !( !(!(!(!(!( !(!( 一般国道
!(!(

!!( !( 主要道道!(
!(!(!(表 うち、高規格幹線道路IC2ｋｍ以内立地施設数 !( 圏域中心都市(!!(

市街地
(!!(!(!(未利用の (!!( 生産空間自治体 交通施設 未利用地 公園 行政機関 集会施設 計

廃校 !!(!(!(!(!( !( (!!((!!(!!( (!!(!(!(((!(名寄市 1 1 1 19 0 5 27 !(!(!(
!
((!!(!(

(士別市 0 0 0 0 0 0 0
!( !( !(!(!(!(剣淵町 0 0 0 0 0 1 1 !(!(!( !( !(!(!( !(!(計 1 1 1 19 0 6 28 !( !(!(!(!(!(!( !(!(!(! !(!(!(!( !(!(!( !(!(!( !(!(!( !(

!(!(!( !(!( !(表 うち、国道・道道沿線（100m以内）施設数
未利用の

自治体 交通施設 未利用地 公園 行政機関 集会施設 計
廃校 士別市剣淵町

名寄市 0 0 0 2 1 2 5

士別市 0 3 0 4 3 14 24

剣淵町 1 1 0 0 0 3 5

計 1 4 0 6 4 19 34
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資料：H27国勢調査人口メッシュにより作図


